





















































斐閣，1952 年），清宮四郎『憲法Ⅰ〔第 3 版〕』（有斐閣，1979 年），宮澤俊義『憲法Ⅱ〔新版〕』（有
斐閣，1972 年），宮澤著・芦部信喜補訂『全訂日本国憲法』（日本評論社，1978 年）［宮澤註釈］，芦
部著・高橋和之補訂『憲法〔第 4 版〕』（岩波書店，2009 年），佐藤幸治『憲法〔第 3 版〕』（青林書院，
1995 年）［佐藤（幸）］，中川剛『基本的人権の考え方』（有斐閣，1991 年）の他，近年の有力説であ




























2 ）佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検討」146～147 頁参照。
3 ）「総意」を単なる多数決と見るのは問題であるが，国民の意識が天皇を象徴と認識しないようになれ
ば日本国憲法第 1 条が意味を失うのは間違いない。


















い」（第 4 条第 1 項）。摂政の規定はある（第 5 条）が，法的には，ほとんど意味がない。
　具体的な国事行為としては国会の指名に基づく内閣総理大臣の任命（第 6 条第 1 項）と


























































るのは天皇の国事行為を列挙する第 7 条第 3 号のみであって，第 7 条が形式的な天皇の行
為を定めているとすれば，第 7 条柱書および第 3 条も形式的なものと解する方が，論理が

















































常は立法，行政，司法の三権の分立を指す。日本国憲法の規定は第 4 章国会，第 5 章内閣，




を有する行政機関となった。このことは，憲法第 7 条と第 69 条の関係を再考する契機となるであろ
うが，ここではこれ以上立ち入らない。なお同法については，小松浩「イギリス連立政権と解散権







これは当時のイギリスの状況を反映したものである。1789 年フランス人権宣言第 16 条は
「権利が保障されず，権力の分立が定められていない社会は憲法を持つとはいえない」と
規定し，またアメリカ合衆国憲法が厳格な三権分立を採用したのは，モンテスキューが




























　明治憲法は，第 5 条（天皇の立法権），第 37 条（帝国議会の天皇の立法権への「協賛」），
第 55 条（天皇の行政権を国務各大臣が「輔弼」するとの規定），第 57 条（天皇の名にお
ける「司法権」）を見ると，曲がりなりにも三権分立の憲法であったことがわかる（第 37
条等で「政府」という語が用いられていることにも特徴的である）。
　これに対し，日本国憲法は第 41 条で国会に立法権を，第 65 条で内閣に行政権を，第


















































応分立した統一的合議制機関（第 68 条，第 70 条）であること，②内閣は国会に対し，「連
帯して責任を負う」（第 66 条第 3 項）ことからして，議院内閣制を採用しているといって
よい。日本国憲法における衆議院と内閣の関係については，まず衆議院は内閣に対して内
閣不信任決議によりその政治的責任を追及しうる（第 69 条）のであり，その他の国政調
査権，議院に大臣が出席し質疑に答える（第 62 条，第 63 条）ものとされる。なお，総理












　憲法は代表制民主主義を採用している（前文第 1 項，第 43 条）。他方で一定の直接民主









































































る）規定は 40 に及び 19），このことを勘案した上で，実質的意味の法律，すなわち「法規
（Rechtssatz）」とは，「憲法の直接的執行として国民の権利・義務を規律する成文の法規範」
16）当然のことではあるが，委任の趣旨，目的，内容，限界を定めていない法律は違憲であるとした判
例がある（最大判昭和 27（1952）年 12 月 24 日刑集 6 巻 11 号 1346 頁）。
17）芦部 281 頁。
18）野中俊彦・中村睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ〔第 4 版〕』（有斐閣，2006 年）202 頁（高橋執筆）。
19）第 4 条第 2 項，第 7 条第 5 号，第 7 条第 8 号，第 10 条，第 17 条，第 24 条，第 26 条第 1 項，第 26
条第 2 項，第 27 条第 2 項，第 29 条第 2 項，第 30 条，第 31 条，第 40 条，第 43 条第 2 項，第 44 条，
第 47 条，第 49 条，第 50 条，第 59 条第 3 項，第 60 条第 2 項，第 64 条第 2 項，第 66 条第 1 項，第
67 条第 2 項，第 73 条第 4 号，第 73 条第 6 号，第 76 条第 1 項，第 76 条第 3 項，第 79 条第 1 項，
第 79 条第 4 項，第 79 条第 5 項，第 80 条第 1 項，第 84 条，第 90 条第 2 項，第 92 条，第 93 条第 1 項，












　裁判所法第 10 条第 1 号は法令の違憲審査を常に大法廷で審査すべきことを定めていた
が，1948 年 4 月に，最高裁判所がかつて合憲と判示した裁判と意見を変更しない場合に
は小法廷で裁判ができると規則を改正した。法律と最高裁判所規則（正確には最高裁判所


















効力をもって規律できることを認めている（最大判昭和 30（1955）年 4 月 22 日刑集 9 巻 5 号 911 頁，






























































　憲法改正についての検討を踏まえないとわかりにくいところがあるが，第 96 条第 1 項
が「この憲法の改正は，各議院の總議員の 3 分の 2 以上の賛成で，國會が，これを發議し，
國民に提案してその承認を経なければならない。この承認には，特別の國民投票又は國會
の定める選挙の際行はれる投票において，その過半数の賛成を必要とする」とある前段の















の関係が説明し難いほか，憲法第 96 条第 1 項で規定される衆参両議院が憲法改正を発議





49 条），（５）でみる不逮捕特権（第 50 条）及び院内における発言についての免責特権（第
51 条）である。しかし議院内閣制をとる憲法は（第 66 条），内閣総理大臣が，一般国務
及び外交関係について国会に報告することを想定しており（第 72 条），それゆえ内閣に対
する質問権（国会法第 74 条～第 76 条）が認められている。また，立法府の構成員である
から，法律案に対する質疑権があることもまた当然といえる（衆議院規則 118 条，参議院
規則 108 条参照）。法律案の発案については，国会法第 56 条第 1 項で規定されているが，
発議・議案に対する修正動議には一定の賛成者が必要である（国会法 56 条 1 項，57 条，
57 条の 2）。議案の提出については，衆議院では議員 20 人以上，参議院では議員 10 人以






















　この点憲法第 15 条第 1 項の「公務員を選定し，及びこれを罷免することは，國民固有
の權利である」との規定を重視し，一定の命令委任（すなわち場合によっては国会議員の
リコール）も認めうるとする立場 29）があるが，上述の第 50 条及び第 51 条の規定からする
と，そのような解釈には無理があるのではないかと思われる。
　全国民を代表していないという「政治責任」に基づいてのリコールを法制化しようとし
ても，現に地方自治法で定められているような要件（地方自治法第 80 条第 1 項，第 81 条
第 1 項，第 86 条第 1 項参照）を満たさなければならないとすれば，次の選挙で落選させ
るよう運動するほうが，はるかに容易であるということになるであろう。また，当該議員
が選出された選挙区において当該選挙区の投票者がリコールの権限を持つとすれば，あき
27）期限付逮捕許諾請求が許されるかにつき，東京地方裁判所昭和 29（1954）年 3 月 6 日判決（判例時





ない」（最三小判平成 9（1997）年 9 月 9 日民集 51 巻 8 号 3850 頁・病院長自殺国賠訴訟）という判
決がある。妥当な解釈であろう。なお，職務行為に付随する行為に暴力行為が含まれないことは当
然である（東京地方裁判所昭和 37（1962）年 1 月 22 日判決・判例時報 297 号 7 頁・第 1 次国会乱
闘事件，東京地方裁判所昭和 41（1966）年 1 月 21 日判決・判例時報 444 号 19 頁；東京高等裁判所















場合と対比することで明らかとなる ｡ この点，「地方自治の本旨」（第 92 条）の意義につ
いて検討するところで改めて取り上げることにする。





























いる（第 44 条，第 47 条）。二院制をとっている以上同時に両議院の議員であることは当
然認められない（第48条）。議員資格について財産や収入による差別が禁止される（第44条）
ので当然国庫から歳費を受ける（第 49 条）。公職選挙法が両院の選挙権（第 9 条第 1 項）・





　さて憲法は，後述のように法律の制定（第 59 条），予算の審議と議決（第 60 条），条約





議 員 定 数
選挙区制 96 人
480 人 242 人
比例代表 146 人比例代表 180 人
4 年 任    期 6 年（3 年ごとに半数改選）
満 20 歳以上の男女 選 挙 権 満 20 歳以上の男女
満 25 歳以上の男女 被 選 挙 権 満 30 歳以上の男女








96 条・本講義案の第 7 章で検討する），②法律の議決権（後述），③内閣総理大臣の指名権
（本章 2 参照），④弾劾裁判所の設置権（第 64 条，第 78 条，国会法第 125 条～第 129 条，
裁判官弾劾法参照・詳しくは第 4 章で述べる），⑤財政監督権（第 5 章で検討する），⑥条





逮捕された議員についての釈放請求権（第 50 条），②議員の資格争訟の裁判権（第 55 条），

































































院で議員 20 人以上，参議院で議員 10 人以上の賛成が要件とされており，また予算を伴う
法律案提出には衆議院で議員 50 人以上，参議院で議員 20 人以上の賛成が要件とされてい
る（国会法第 56 条第 1 項）。議案・法律案修正についても同様であり（同法第 57 条），予






が（第 59 条第 1 項），衆議院で可決した法律案について，参議院がこれと異なる議決をし
た場合，衆議院で出席議員の 3 分の 2 以上の多数で再び可決しなければ不成立となる（第
59 条第 2 項）。与党が衆議院において 3 分の 2 以上を占めることはそうあるわけではなく，
3 分の 2 以上による再可決は数えるほどしか行われていない。そこで，参議院が衆議院「と
異なる議決」（第 59 条第 2 項）をした場合には，衆議院は両院協議会を開くことができる



























とを予定している（第 50 条・不逮捕特権の規定，常会・第 52 条，臨時会・第 53 条。な












31）最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日民集 53 巻 8 号 1577 頁，1704 頁。
32）最大判平成 11（1999）年 11 月 10 日民集 53 巻 8 号 1704 頁。この結論に正面から反対する意見を 5
人の裁判官が表明していることは重要である。
